
 
 

平成30年６月22日 
各    位 

会 社 名       東建コーポレーション株式会社 
代表者名       代表取締役社長兼会長 左右田  稔 
コード番号  １７６６ 
            （東証第一部・名証第一部） 
問合せ先        
    責任者役職名  広報ＩＲ室  室長 
    氏 名        尾﨑 健太郎 
    連 絡 先        052－232－8000 

 

 

 

 

 

 

（訂正）「平成29年４月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 
 
 
 
 当社は、平成28年12月13日に開示致しました「平成29年４月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部を
訂正致しましたので、お知らせ致します。 
 
 

記 
 
１．訂正の経緯及び理由 
 修正の経緯及び理由につきましては、平成30年６月13日開示の「過年度の決算短信等の訂正に関するお知らせ」を更
新して本日開示しておりますので、ご参照下さい。 
 
 
２．訂正箇所 
 訂正箇所が多数に及ぶため、訂正後及び訂正前の全文をそれぞれ添付し、訂正の箇所には下線を付して表示しており
ます。 
 

以 上 
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（訂正後） 

平成29年４月期  第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 
 

平成28年12月13日 
 

上場会社名                        東建コーポレーション株式会社                                            上場取引所  東・名 

コード番号                        １７６６                                                      URL  http://www.token.co.jp/ 

代表者                （役職名）  代表取締役社長兼会長    （氏名）  左右田  稔       

問合せ先責任者        （役職名）  広報ＩＲ室 室長     （氏名）  尾﨑 健太郎               TEL  052-232-8000 

四半期報告書提出予定日           平成28年12月14日                       配当支払開始予定日  ― 

四半期決算補足説明資料作成の有無   ：   有 

四半期決算説明会開催の有無         ：   有（機関投資家、証券アナリスト向け） 

 

 

（百万円未満切捨て） 

１．平成29年４月期第２四半期の連結業績（平成28年５月１日～平成28年10月31日） 

（１）連結経営成績（累計）                                （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年４月期第２四半期 142,560 5.5 6,246 10.4 6,428 8.9 4,237 15.3

28年４月期第２四半期 135,146 7.9 5,660 154.9 5,902 145.0 3,676 154.0

（注）包括利益  29年４月期第２四半期  4,320百万円（18.0％）    28年４月期第２四半期  3,659百万円（140.5％） 

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益

          円        銭          円        銭 

29年４月期第２四半期       314        95       ―        ― 

28年４月期第２四半期       273        21       ―        ― 

 

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

29年４月期第２四半期 148,219 65,047 43.9 

28年４月期 151,062 62,007 41.0 

（参考）自己資本  29年４月期第２四半期  65,041百万円    28年４月期  62,001百万円 

 

 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期  末 合  計 

 円    銭 円    銭 円    銭 円    銭 円    銭

28年４月期 ―          0    00 ―         95    00 95    00 

29年４月期 ―          0    00    

29年４月期（予想）   ―        130    00 130    00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

 

 

 

３．平成29年４月期の連結業績予想（平成28年５月１日～平成29年４月30日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％       円    銭 

通  期 301,836 6.4 14,808 17.4 15,070 15.5 10,057 23.3    747    42 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 
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※ 注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：    無 

新規  ― 社  （社名）    、除外  ― 社  （社名） 

 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ：  無 

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ：  有 

  ② ①以外の会計方針の変更         ：  無 

  ③ 会計上の見積りの変更          ：  無 

  ④ 修正再表示               ：  無 

（注）詳細は、添付資料２頁「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」 

をご覧下さい。 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年４月期２Ｑ 13,472,000 株 28年４月期 13,472,000 株

② 期末自己株式数 29年４月期２Ｑ 16,634 株 28年４月期 16,334 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年４月期２Ｑ 13,455,523 株 28年４月期２Ｑ 13,457,211 株

 

 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、

金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続は終了しておりません。 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前

提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異な

る可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２頁「１．当

四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧下さい。 

 

（四半期決算補足資料の入手方法） 

当社は平成28年12月16日（金）に機関投資家及び証券アナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。 

この説明会で使用した資料については、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。 

 



【添付資料】 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済・金融政策を背景に、雇用・所得環境の改善がみられる等、緩やか

な回復基調で推移しました。一方で、中国やアジア新興国の景気の下振れや英国のＥＵ離脱問題等、海外経済の不確実性の高まりや金融

資本市場の変動による影響等のリスクも存在しており、景気の先行きについては不透明な状況が続いております。 

建設業界におきましては、政府による各種住宅取得支援策に加えて、マイナス金利政策により住宅ローン金利の水準が低い状態で推移

したこと等により、新設住宅着工戸数は50万５千戸（前年同期比6.8％増）となり、持ち直しの傾向が続きました。また、相続税の税制

改正を背景に賃貸住宅建設に対する需要は底堅く、新設貸家着工戸数は22万２千戸（前年同期比12.2％増）となり、堅調に推移しており

ます。 

このような状況の中、当第２四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高は1,425億６千万円（前年同期比5.5％増）

となりました。利益面におきましては、営業利益62億４千６百万円（前年同期比10.4％増）、経常利益64億２千８百万円（前年同期比8.9％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益42億３千７百万円（前年同期比15.3％増）となりました。 

セグメントの業績は以下のとおりであります。 

 

（建設事業） 

建設事業におきましては、前連結会計年度の受注高が増加したことにより、当第２四半期連結累計期間の完成工事高は前年同期と比較

して増加しております。利益面におきましては、利益率の高い木造２×４工法の賃貸建物の比率が増加したこと等から、完成工事総利益

率には改善がみられました。この結果、建設事業における売上高は681億８千１百万円（前年同期比4.0％増）、営業利益は64億４千１百

万円（前年同期比10.7％増）となりました。 

また、当第２四半期累計期間の当社単体における総受注高につきましては、881億４千７百万円（前年同期比17.7％増）となりました。 

 

（不動産賃貸事業） 

不動産賃貸事業におきましては、管理物件数の増加に伴うサブリース経営代行システム（一括借り上げ制度）による入居者様からの家

賃収入及び管理料収入等の増加により、売上高は前年同期と比較して増加しております。また、賃貸建物の当第２四半期末の入居率は入

居仲介促進のための各種施策に積極的に取り組んだことにより96.4％となり、高い入居率を維持しております。この結果、不動産賃貸事

業における売上高は729億９千９百万円（前年同期比7.0％増）、営業利益は34億８千９百万円（前年同期比10.8％増）となりました。 

 

（その他） 

総合広告代理店業、旅行代理店業及びゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業で構成されるその他の事業における売上高は13億７千

９百万円（前年同期比2.2％減）、営業利益は１億８百万円（前年同期は営業損失９百万円）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

資産の部におきましては、現金預金が57億４千４百万円減少したことから、流動資産は1,028億３千７百万円（前期末比3.7％減）とな

りました。この結果、資産合計は1,482億１千９百万円（前期末比1.9％減）となりました。 

負債の部におきましては、支払手形・工事未払金等が46億３千９百万円減少したことから、流動負債は572億７千５百万円（前期末比

9.3％減）となりました。この結果、負債合計は831億７千２百万円（前期末比6.6％減）となりました。 

純資産の部におきましては、利益剰余金が29億５千９百万円増加したことから、純資産合計額は650億４千７百万円（前期末比4.9％増）

となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成29年４月期通期の連結業績予想におきましては、平成28年６月14日の「平成28年４月期 決算短信」で公表いたしました数値から

変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年

６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率

法から定額法に変更しております。 

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微でありま

す。 

 

（４）追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半期連結会計期間か

ら適用しております。 
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３．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

 

           (単位：百万円)
          

前連結会計年度 
(平成28年４月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(平成28年10月31日) 

資産の部 

 流動資産 

  現金預金 95,856 90,112

  受取手形・完成工事未収入金等 4,280 5,679

  未成工事支出金 1,298 1,374

  その他のたな卸資産 1,104 1,219

  その他 4,277 4,521

  貸倒引当金 △74 △70

  流動資産合計 106,743 102,837

 固定資産 

  有形固定資産 

   建物・構築物（純額） 11,672 11,452

   土地 15,502 15,814

   その他（純額） 4,558 5,902

   有形固定資産合計 31,733 33,169

  無形固定資産 1,107 1,131

  投資その他の資産 

   その他 11,760 11,386

   貸倒引当金 △281 △304

   投資その他の資産合計 11,478 11,082

  固定資産合計 44,319 45,382

 資産合計 151,062 148,219

負債の部 

 流動負債 

  支払手形・工事未払金等 26,468 21,828

  未払法人税等 3,039 2,112

  賞与引当金 1,641 1,589

  役員賞与引当金 90 44

  完成工事補償引当金 413 479

  その他 31,469 31,221

  流動負債合計 63,122 57,275

 固定負債 

  役員退職慰労引当金 643 661

  退職給付に係る負債 2,755 2,840

  長期預り保証金 18,345 18,214

  その他 4,188 4,180

  固定負債合計 25,932 25,897

 負債合計 89,055 83,172
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           (単位：百万円)
          

前連結会計年度 
(平成28年４月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(平成28年10月31日) 

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 4,800 4,800

  資本剰余金 16 16

  利益剰余金 57,679 60,638

  自己株式 △88 △91

  株主資本合計 62,407 65,364

 その他の包括利益累計額 

  その他有価証券評価差額金 258 289

  退職給付に係る調整累計額 △663 △611

  その他の包括利益累計額合計 △405 △322

 非支配株主持分 6 6

 純資産合計 62,007 65,047

負債純資産合計 151,062 148,219
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第２四半期連結累計期間 

 

           (単位：百万円)
          前第２四半期連結累計期間

(自 平成27年５月１日 
 至 平成27年10月31日) 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日 
 至 平成28年10月31日) 

売上高 

 完成工事高 65,540 68,181

 兼業事業売上高 69,606 74,378

 売上高合計 135,146 142,560

売上原価 

 完成工事原価 43,230 44,506

 兼業事業売上原価 65,752 70,042

 売上原価合計 108,983 114,548

売上総利益 

 完成工事総利益 22,309 23,675

 兼業事業総利益 3,854 4,335

 売上総利益合計 26,163 28,011

販売費及び一般管理費 

 給料及び賞与 11,199 11,616

 賞与引当金繰入額 1,001 1,009

 役員賞与引当金繰入額 32 44

 退職給付費用 175 243

 役員退職慰労引当金繰入額 15 20

 貸倒引当金繰入額 - 19

 その他 8,079 8,809

 販売費及び一般管理費合計 20,502 21,764

営業利益 5,660 6,246

営業外収益 

 受取利息 76 62

 保険代理店収入 146 88

 その他 78 70

 営業外収益合計 300 220

営業外費用 

 クレーム損害金 27 11

 その他 31 27

 営業外費用合計 58 39

経常利益 5,902 6,428

税金等調整前四半期純利益 5,902 6,428

法人税、住民税及び事業税 2,150 2,368

法人税等調整額 75 △178

法人税等合計 2,226 2,190

四半期純利益 3,676 4,237

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,676 4,237
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四半期連結包括利益計算書 

第２四半期連結累計期間 

 

           (単位：百万円)
          前第２四半期連結累計期間

(自 平成27年５月１日 
 至 平成27年10月31日) 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日 
 至 平成28年10月31日) 

四半期純利益 3,676 4,237

その他の包括利益 

 その他有価証券評価差額金 △4 30

 退職給付に係る調整額 △11 51

 その他の包括利益合計 △16 82

四半期包括利益 3,659 4,320

（内訳） 

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,659 4,320
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

 

           (単位：百万円)
          前第２四半期連結累計期間

(自 平成27年５月１日 
 至 平成27年10月31日) 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日 
 至 平成28年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前四半期純利益 5,902 6,428

 減価償却費 684 714

 賞与引当金の増減額（△は減少） △5 △52

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 3 66

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 95 136

 売上債権の増減額（△は増加） 1,023 △1,398

 その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △36 △114

 仕入債務の増減額（△は減少） 426 △4,639

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,385 2,193

 未払金の増減額（△は減少） △469 △1,053

 預り金の増減額（△は減少） 605 199

 未払消費税等の増減額（△は減少） 403 △2,443

 繰延利益の増減額（△は減少） △51 △113

 長期預り保証金の増減額（△は減少） △157 △130

 その他 215 848

 小計 10,024 640

 利息及び配当金の受取額 85 74

 法人税等の支払額 △3,050 △3,398

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,059 △2,684

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 定期預金の純増減額（△は増加） △4 8,021

 貸付金の回収による収入 441 537

 有形固定資産の取得による支出 △1,403 △2,094

 無形固定資産の取得による支出 △167 △138

 差入保証金の差入による支出 △78 △73

 差入保証金の回収による収入 31 17

 その他 △138 △6

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,320 6,262

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 配当金の支払額 △1,211 △1,278

 その他 △48 △22

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,259 △1,301

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,479 2,277

現金及び現金同等物の期首残高 59,527 80,594

現金及び現金同等物の四半期末残高 64,007 82,872
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

  該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

  該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

   【セグメント情報】 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

前第２四半期連結累計期間(自  平成27年５月１日  至  平成27年10月31日) 
   (単位：百万円)

 

報告セグメント 
その他
(注)１

合計 
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３ 建設事業 

不動産 
賃貸事業 

計 

売上高  

  外部顧客への売上高 65,540 68,197 133,737 1,409 135,146 ― 135,146

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

2 684 686 1,581 2,268 △2,268 ―

計 65,542 68,881 134,424 2,991 137,415 △2,268 135,146

セグメント利益又は損失（△） 5,817 3,148 8,965 △9 8,956 △3,295 5,660

 

当第２四半期連結累計期間(自  平成28年５月１日  至  平成28年10月31日) 
   (単位：百万円)

 

報告セグメント 
その他
(注)１

合計 
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３ 建設事業 

不動産 
賃貸事業 

計 

売上高  

  外部顧客への売上高 68,181 72,999 141,181 1,379 142,560 ― 142,560

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

3 646 649 1,953 2,603 △2,603 ―

計 68,185 73,645 141,830 3,332 145,163 △2,603 142,560

セグメント利益 6,441 3,489 9,931 108 10,039 △3,792 6,246

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、総合広告代理店業、旅行代理店業及び 

ゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業を含んでおります。 

２ 調整額の内容は以下のとおりであります。 

セグメント利益 
  (単位：百万円)

項目 前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間 

セグメント間取引消去 △38 △11

全社費用※ △3,256 △3,781

合計 △3,295 △3,792

※全社費用は、主に提出会社本社の総務管理部等管理部門に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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４．参考資料 

（１）連結受注実績  

区  分 

前第２四半期 
連結累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年10月31日） 

当第２四半期 
連結累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年10月31日）

増  減 

（参考） 
前連結会計年度 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成28年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

建 設 事 業         
76,723 

（73,286） 

90,313 

（87,008） 

13,590 

（13,722）

17.7 

（18.7) 

163,226 

（155,404） 

不動産賃貸事業         － － － － － 

そ の 他          － － － － － 

合  計 
76,723 

（73,286） 

90,313 

（87,008） 

13,590 

（13,722）

17.7 

（18.7) 

163,226 

（155,404） 

※上記受注高の（ ）の数値は、キャンセル処理した額を控除したものであります。 

 

 

（２）連結売上実績 

区  分 

前第２四半期 
連結累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年10月31日） 

当第２四半期 
連結累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年10月31日）

増  減 

（参考） 
前連結会計年度 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成28年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

建 設 事 業         65,540 68,181 2,641 4.0 141,525 

不動産賃貸事業         68,197 72,999 4,802 7.0 139,204 

そ の 他         1,409 1,379 △30 △2.2 3,001 

合  計 135,146 142,560 7,413 5.5 283,731 
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（３）期中受注高（単体） 

期  別 
項  目 

前第２四半期 
累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年10月31日） 

当第２四半期 
累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年10月31日）

増  減 

（参考） 
前事業年度 

（自 平成27年５月１日 
至 平成28年４月30日）

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円）

増減率 

（％） 

金  額 

（百万円） 

受 注 高         
74,907 

（71,484） 

88,147 

（84,886） 

13,239 

（13,402）

17.7 

（18.7）

159,285 

（151,515） 

※上記受注高の（ ）の数値は、キャンセル処理した額を控除したものであります。 

 

 

（４）部門別売上高（単体） 

期  別 
項  目 

前第２四半期 
累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年10月31日） 

当第２四半期 
累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年10月31日）

増  減 

（参考） 
前事業年度 

（自 平成27年５月１日 
至 平成28年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

完
成
工
事
高 

賃貸マンション         14,949 15,739 789 5.3 31,211 

ア パ ー ト         45,197 47,144 1,947 4.3 99,376 

個 人 住 宅         216 189 △27  △12.6 450 

店舗マンション         2,176 2,420 243 11.2 4,086 

貸 店 舗         1,062 404 △657 △61.9 2,039 

そ の 他         178 154 △23 △13.4 509 

小   計     63,781 66,052 2,271 3.6 137,674 

兼
業
事
業
売
上
高 

仲 介 料 収 入         1,382 1,414 31 2.3 3,088 

管理手数料収入         188 196 7 3.8 380 

退 去 補 修 工 事         1,872 2,030 158 8.4 3,696 

リフォーム工事         1,567 1,765 198 12.6 3,451 

業務受託料収入         2,067 2,298 230 11.2 4,321 

そ の 他         2,431 2,477 45 1.9 5,228 

小   計     9,511 10,182 671 7.1 20,167 

合   計     73,292 76,235 2,942 4.0 157,842 

 

 

（５）受注残高（単体） 

期  別 
項  目 

前第２四半期 
会計期間末 

（平成27年10月31日） 

当第２四半期 
会計期間末 

（平成28年10月31日）
増  減 

（参考） 
前事業年度末 

（平成28年４月期末）

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円）

増減率 

（％） 

金  額 

（百万円） 

受 注 残 高         127,231 152,296 25,065 19.7 133,421 
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（訂正前） 

平成29年４月期  第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 
 

平成28年12月13日 
 

上場会社名                        東建コーポレーション株式会社                                            上場取引所  東・名 

コード番号                        １７６６                                                      URL  http://www.token.co.jp/ 

代表者                （役職名）  代表取締役社長兼会長    （氏名）  左右田  稔       

問合せ先責任者        （役職名）  広報ＩＲ室 室長     （氏名）  尾﨑 健太郎               TEL  052-232-8000 

四半期報告書提出予定日           平成28年12月14日                       配当支払開始予定日  ― 

四半期決算補足説明資料作成の有無   ：   有 

四半期決算説明会開催の有無         ：   有（機関投資家、証券アナリスト向け） 

 

 

（百万円未満切捨て） 

１．平成29年４月期第２四半期の連結業績（平成28年５月１日～平成28年10月31日） 

（１）連結経営成績（累計）                                （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年４月期第２四半期 142,560 5.5 7,037 18.9 7,218 17.2 4,785 23.3

28年４月期第２四半期 135,146 7.9 5,918 151.9 6,160 142.7 3,882 153.5

（注）包括利益  29年４月期第２四半期  4,868百万円（25.9％）    28年４月期第２四半期  3,865百万円（140.7％） 

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益

          円        銭          円        銭 

29年４月期第２四半期       355        66       ―        ― 

28年４月期第２四半期       288        47       ―        ― 

 

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

29年４月期第２四半期 146,589 68,728 46.9 

28年４月期 149,674 65,141 43.5 

（参考）自己資本  29年４月期第２四半期  68,722百万円    28年４月期  65,135百万円 

 

 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期  末 合  計 

 円    銭 円    銭 円    銭 円    銭 円    銭

28年４月期 ―          0    00 ―         95    00 95    00 

29年４月期 ―          0    00    

29年４月期（予想）   ―        130    00 130    00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

 

 

 

３．平成29年４月期の連結業績予想（平成28年５月１日～平成29年４月30日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％       円    銭 

通  期 301,836 6.4 14,808 12.4 15,070 10.8 10,057 16.5    747    42 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 

00363
財務会計基準機構



 

※ 注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：    無 

新規  ― 社  （社名）    、除外  ― 社  （社名） 

 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ：  無 

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ：  有 

  ② ①以外の会計方針の変更         ：  無 

  ③ 会計上の見積りの変更          ：  無 

  ④ 修正再表示               ：  無 

（注）詳細は、添付資料２頁「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」 

をご覧下さい。 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年４月期２Ｑ 13,472,000 株 28年４月期 13,472,000 株

② 期末自己株式数 29年４月期２Ｑ 16,634 株 28年４月期 16,334 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年４月期２Ｑ 13,455,523 株 28年４月期２Ｑ 13,457,211 株

 

 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、

金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続は終了しておりません。 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前

提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異な

る可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２頁「１．当

四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧下さい。 

 

（四半期決算補足資料の入手方法） 

当社は平成28年12月16日（金）に機関投資家及び証券アナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。 

この説明会で使用した資料については、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済・金融政策を背景に、雇用・所得環境の改善がみられる等、緩やか

な回復基調で推移しました。一方で、中国やアジア新興国の景気の下振れや英国のＥＵ離脱問題等、海外経済の不確実性の高まりや金融

資本市場の変動による影響等のリスクも存在しており、景気の先行きについては不透明な状況が続いております。 

建設業界におきましては、政府による各種住宅取得支援策に加えて、マイナス金利政策により住宅ローン金利の水準が低い状態で推移

したこと等により、新設住宅着工戸数は50万５千戸（前年同期比6.8％増）となり、持ち直しの傾向が続きました。また、相続税の税制

改正を背景に賃貸住宅建設に対する需要は底堅く、新設貸家着工戸数は22万２千戸（前年同期比12.2％増）となり、堅調に推移しており

ます。 

このような状況の中、当第２四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高は1,425億６千万円（前年同期比5.5％増）

となりました。利益面におきましては、営業利益70億３千７百万円（前年同期比18.9％増）、経常利益72億１千８百万円（前年同期比17.2％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益47億８千５百万円（前年同期比23.3％増）となりました。 

セグメントの業績は以下のとおりであります。 

 

（建設事業） 

建設事業におきましては、前連結会計年度の受注高が増加したことにより、当第２四半期連結累計期間の完成工事高は前年同期と比較

して増加しております。利益面におきましては、利益率の高い木造２×４工法の賃貸建物の比率が増加したこと等から、完成工事総利益

率には改善がみられました。この結果、建設事業における売上高は681億８千１百万円（前年同期比4.0％増）、営業利益は72億３千２百

万円（前年同期比19.1％増）となりました。 

また、当第２四半期累計期間の当社単体における総受注高につきましては、881億４千７百万円（前年同期比17.7％増）となりました。 

 

（不動産賃貸事業） 

不動産賃貸事業におきましては、管理物件数の増加に伴うサブリース経営代行システム（一括借り上げ制度）による入居者様からの家

賃収入及び管理料収入等の増加により、売上高は前年同期と比較して増加しております。また、賃貸建物の当第２四半期末の入居率は入

居仲介促進のための各種施策に積極的に取り組んだことにより96.4％となり、高い入居率を維持しております。この結果、不動産賃貸事

業における売上高は729億９千９百万円（前年同期比7.0％増）、営業利益は34億８千９百万円（前年同期比10.8％増）となりました。 

 

（その他） 

総合広告代理店業、旅行代理店業及びゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業で構成されるその他の事業における売上高は13億７千

９百万円（前年同期比2.2％減）、営業利益は１億８百万円（前年同期は営業損失９百万円）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

資産の部におきましては、現金預金が57億４千４百万円減少したことから、流動資産は1,012億６百万円（前期末比3.9％減）となりま

した。この結果、資産合計は1,465億８千９百万円（前期末比2.1％減）となりました。 

負債の部におきましては、支払手形・工事未払金等が46億３千９百万円減少したことから、流動負債は519億６千３百万円（前期末比

11.3％減）となりました。この結果、負債合計は778億６千万円（前期末比7.9％減）となりました。 

純資産の部におきましては、利益剰余金が35億７百万円増加したことから、純資産合計額は687億２千８百万円（前期末比5.5％増）と

なりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成29年４月期通期の連結業績予想におきましては、平成28年６月14日の「平成28年４月期 決算短信」で公表いたしました数値から

変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年

６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率

法から定額法に変更しております。 

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微でありま

す。 

 

（４）追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半期連結会計期間か

ら適用しております。 
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３．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

 

           (単位：百万円)
          

前連結会計年度 
(平成28年４月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(平成28年10月31日) 

資産の部 

 流動資産 

  現金預金 95,856 90,112

  受取手形・完成工事未収入金等 4,280 5,679

  未成工事支出金 1,298 1,374

  その他のたな卸資産 1,104 1,219

  その他 2,889 2,890

  貸倒引当金 △74 △70

  流動資産合計 105,355 101,206

 固定資産 

  有形固定資産 

   建物・構築物（純額） 11,672 11,452

   土地 15,502 15,814

   その他（純額） 4,558 5,902

   有形固定資産合計 31,733 33,169

  無形固定資産 1,107 1,131

  投資その他の資産 

   その他 11,760 11,386

   貸倒引当金 △281 △304

   投資その他の資産合計 11,478 11,082

  固定資産合計 44,319 45,382

 資産合計 149,674 146,589

負債の部 

 流動負債 

  支払手形・工事未払金等 26,468 21,828

  未払法人税等 3,039 2,112

  賞与引当金 1,641 1,589

  役員賞与引当金 90 44

  完成工事補償引当金 413 479

  その他 26,947 25,908

  流動負債合計 58,600 51,963

 固定負債 

  役員退職慰労引当金 643 661

  退職給付に係る負債 2,755 2,840

  長期預り保証金 18,345 18,214

  その他 4,188 4,180

  固定負債合計 25,932 25,897

 負債合計 84,533 77,860
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           (単位：百万円)
          

前連結会計年度 
(平成28年４月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(平成28年10月31日) 

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 4,800 4,800

  資本剰余金 16 16

  利益剰余金 60,812 64,319

  自己株式 △88 △91

  株主資本合計 65,540 69,045

 その他の包括利益累計額 

  その他有価証券評価差額金 258 289

  退職給付に係る調整累計額 △663 △611

  その他の包括利益累計額合計 △405 △322

 非支配株主持分 6 6

 純資産合計 65,141 68,728

負債純資産合計 149,674 146,589
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第２四半期連結累計期間 

 

           (単位：百万円)
          前第２四半期連結累計期間

(自 平成27年５月１日 
 至 平成27年10月31日) 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日 
 至 平成28年10月31日) 

売上高 

 完成工事高 65,540 68,181

 兼業事業売上高 69,606 74,378

 売上高合計 135,146 142,560

売上原価 

 完成工事原価 43,230 44,506

 兼業事業売上原価 65,752 70,042

 売上原価合計 108,983 114,548

売上総利益 

 完成工事総利益 22,309 23,675

 兼業事業総利益 3,854 4,335

 売上総利益合計 26,163 28,011

販売費及び一般管理費 

 給料及び賞与 10,941 10,826

 賞与引当金繰入額 1,001 1,009

 役員賞与引当金繰入額 32 44

 退職給付費用 175 243

 役員退職慰労引当金繰入額 15 20

 貸倒引当金繰入額 - 19

 その他 8,079 8,809

 販売費及び一般管理費合計 20,245 20,973

営業利益 5,918 7,037

営業外収益 

 受取利息 76 62

 保険代理店収入 146 88

 その他 78 70

 営業外収益合計 300 220

営業外費用 

 クレーム損害金 27 11

 その他 31 27

 営業外費用合計 58 39

経常利益 6,160 7,218

税金等調整前四半期純利益 6,160 7,218

法人税、住民税及び事業税 2,150 2,368

法人税等調整額 127 64

法人税等合計 2,278 2,433

四半期純利益 3,882 4,785

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,882 4,785
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四半期連結包括利益計算書 

第２四半期連結累計期間 

 

           (単位：百万円)
          前第２四半期連結累計期間

(自 平成27年５月１日 
 至 平成27年10月31日) 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日 
 至 平成28年10月31日) 

四半期純利益 3,882 4,785

その他の包括利益 

 その他有価証券評価差額金 △4 30

 退職給付に係る調整額 △11 51

 その他の包括利益合計 △16 82

四半期包括利益 3,865 4,868

（内訳） 

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,865 4,868
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

 

           (単位：百万円)
          前第２四半期連結累計期間

(自 平成27年５月１日 
 至 平成27年10月31日) 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日 
 至 平成28年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前四半期純利益 6,160 7,218

 減価償却費 684 714

 賞与引当金の増減額（△は減少） △5 △52

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 3 66

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 95 136

 売上債権の増減額（△は増加） 1,023 △1,398

 その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △36 △114

 仕入債務の増減額（△は減少） 426 △4,639

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,385 2,193

 未払金の増減額（△は減少） △469 △1,053

 預り金の増減額（△は減少） 605 199

 未払消費税等の増減額（△は減少） 403 △2,443

 繰延利益の増減額（△は減少） △51 △113

 長期預り保証金の増減額（△は減少） △157 △130

 その他 △42 57

 小計 10,024 640

 利息及び配当金の受取額 85 74

 法人税等の支払額 △3,050 △3,398

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,059 △2,684

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 定期預金の純増減額（△は増加） △4 8,021

 貸付金の回収による収入 441 537

 有形固定資産の取得による支出 △1,403 △2,094

 無形固定資産の取得による支出 △167 △138

 差入保証金の差入による支出 △78 △73

 差入保証金の回収による収入 31 17

 その他 △138 △6

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,320 6,262

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 配当金の支払額 △1,211 △1,278

 その他 △48 △22

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,259 △1,301

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,479 2,277

現金及び現金同等物の期首残高 59,527 80,594

現金及び現金同等物の四半期末残高 64,007 82,872
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

  該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

  該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

   【セグメント情報】 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

前第２四半期連結累計期間(自  平成27年５月１日  至  平成27年10月31日) 
   (単位：百万円)

 

報告セグメント 
その他
(注)１

合計 
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３ 建設事業 

不動産 
賃貸事業 

計 

売上高  

  外部顧客への売上高 65,540 68,197 133,737 1,409 135,146 ― 135,146

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

2 684 686 1,581 2,268 △2,268 ―

計 65,542 68,881 134,424 2,991 137,415 △2,268 135,146

セグメント利益又は損失（△） 6,074 3,148 9,223 △9 9,213 △3,295 5,918

 

当第２四半期連結累計期間(自  平成28年５月１日  至  平成28年10月31日) 
   (単位：百万円)

 

報告セグメント 
その他
(注)１

合計 
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３ 建設事業 

不動産 
賃貸事業 

計 

売上高  

  外部顧客への売上高 68,181 72,999 141,181 1,379 142,560 ― 142,560

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

3 646 649 1,953 2,603 △2,603 ―

計 68,185 73,645 141,830 3,332 145,163 △2,603 142,560

セグメント利益 7,232 3,489 10,721 108 10,830 △3,792 7,037

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、総合広告代理店業、旅行代理店業及び 

ゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業を含んでおります。 

２ 調整額の内容は以下のとおりであります。 

セグメント利益 
  (単位：百万円)

項目 前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間 

セグメント間取引消去 △38 △11

全社費用※ △3,256 △3,781

合計 △3,295 △3,792

※全社費用は、主に提出会社本社の総務管理部等管理部門に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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４．参考資料 

（１）連結受注実績  

区  分 

前第２四半期 
連結累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年10月31日） 

当第２四半期 
連結累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年10月31日）

増  減 

（参考） 
前連結会計年度 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成28年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

建 設 事 業         
76,723 

（73,286） 

90,313 

（87,008） 

13,590 

（13,722）

17.7 

（18.7) 

163,226 

（155,404） 

不動産賃貸事業         － － － － － 

そ の 他          － － － － － 

合  計 
76,723 

（73,286） 

90,313 

（87,008） 

13,590 

（13,722）

17.7 

（18.7) 

163,226 

（155,404） 

※上記受注高の（ ）の数値は、キャンセル処理した額を控除したものであります。 

 

 

（２）連結売上実績 

区  分 

前第２四半期 
連結累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年10月31日） 

当第２四半期 
連結累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年10月31日）

増  減 

（参考） 
前連結会計年度 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成28年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

建 設 事 業         65,540 68,181 2,641 4.0 141,525 

不動産賃貸事業         68,197 72,999 4,802 7.0 139,204 

そ の 他         1,409 1,379 △30 △2.2 3,001 

合  計 135,146 142,560 7,413 5.5 283,731 
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（３）期中受注高（単体） 

期  別 
項  目 

前第２四半期 
累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年10月31日） 

当第２四半期 
累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年10月31日）

増  減 

（参考） 
前事業年度 

（自 平成27年５月１日 
至 平成28年４月30日）

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円）

増減率 

（％） 

金  額 

（百万円） 

受 注 高         
74,907 

（71,484） 

88,147 

（84,886） 

13,239 

（13,402）

17.7 

（18.7）

159,285 

（151,515） 

※上記受注高の（ ）の数値は、キャンセル処理した額を控除したものであります。 

 

 

（４）部門別売上高（単体） 

期  別 
項  目 

前第２四半期 
累計期間 

（自 平成27年５月１日 
  至 平成27年10月31日） 

当第２四半期 
累計期間 

（自 平成28年５月１日
至 平成28年10月31日）

増  減 

（参考） 
前事業年度 

（自 平成27年５月１日 
至 平成28年４月30日）

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円） 

金  額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金  額 
（百万円） 

完
成
工
事
高 

賃貸マンション         14,949 15,739 789 5.3 31,211 

ア パ ー ト         45,197 47,144 1,947 4.3 99,376 

個 人 住 宅         216 189 △27  △12.6 450 

店舗マンション         2,176 2,420 243 11.2 4,086 

貸 店 舗         1,062 404 △657 △61.9 2,039 

そ の 他         178 154 △23 △13.4 509 

小   計     63,781 66,052 2,271 3.6 137,674 

兼
業
事
業
売
上
高 

仲 介 料 収 入         1,382 1,414 31 2.3 3,088 

管理手数料収入         188 196 7 3.8 380 

退 去 補 修 工 事         1,872 2,030 158 8.4 3,696 

リフォーム工事         1,567 1,765 198 12.6 3,451 

業務受託料収入         2,067 2,298 230 11.2 4,321 

そ の 他         2,431 2,477 45 1.9 5,228 

小   計     9,511 10,182 671 7.1 20,167 

合   計     73,292 76,235 2,942 4.0 157,842 

 

 

（５）受注残高（単体） 

期  別 
項  目 

前第２四半期 
会計期間末 

（平成27年10月31日） 

当第２四半期 
会計期間末 

（平成28年10月31日）
増  減 

（参考） 
前事業年度末 

（平成28年４月期末）

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円） 

金  額 

（百万円）

増減率 

（％） 

金  額 

（百万円） 

受 注 残 高         127,231 152,296 25,065 19.7 133,421 
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